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※討論……提出された議案等の審議の最終段階で、賛成・反対の意見を述べることを討論と言います。

討
　
論

討
　
論

今
定
例
会
で
は
、
決
算
２
件
に
対
し
て
討
論
を
行
い
ま
し
た
。

税
金
を
払
い
た
く
て
も

払
え
な
い
ほ
ど
税
負
担
は

重
く
、
そ
の
市
民
生
活
の

実
態
を
十
分
考
慮
す
る
こ

と
な
く
、
給
与
や
預
金
な

ど
、
直
ち
に
生
活
に
直
結

す
る
も
の
に
対
し
て
も
差

し
押
さ
え
を
行
っ
て
い
る
。

改
め
て
改
善
を
求
め
る
。

第
５
次
行
政
改
革
プ
ラ

ン
で
は
、「
受
益
と
負
担
の

公
正
」「
安
定
し
た
財
源
の

確
保
」
な
ど
を
理
由
に
、

下
水
道
料
金
や
学
童
保
育

料
の
改
定
な
ど
の
方
針
が

掲
げ
ら
れ
て
い
る
。
行
政

改
革
の
実
施
に
当
た
っ
て

は
市
民
生
活
を
最
優
先
に

考
え
、
市
民
生
活
を
守
る

と
い
う
市
政
本
来
の
あ
り

方
と
逆
行
す
る
よ
う
な
こ

と
が
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。

岡
嵜   

郁
子
議
員

平
成
23
年
度

　
　
　
　
一
般
会
計
決
算

市
民
生
活
を
最
優
先
に
考
え
、

市
民
生
活
を
守
れ

さ
ら
に
、
全
額
公
費
に

よ
る
議
員
の
海
外
視
察
の

あ
り
方
、
特
定
の
同
和
団

体
の
開
催
す
る
研
修
会
へ

の
参
加
、
公
立
保
育
園
で

の
保
育
士
派
遣
、
小
中
学

校
の
学
校
校
務
員
の
業
務

委
託
の
関
係
で
反
対
す
る
。

行
政
改
革
プ
ラ
ン
は
、

最
少
の
経
費
で
最
大
の
効

果
を
上
げ
る
た
め
に
も
欠

か
せ
な
い
取
り
組
み
で
あ

る
。
今
後
と
も
財
政
運
営

に
厳
し
さ
が
増
す
一
方
で
、

各
種
行
政
需
要
が
増
大
す

る
現
状
に
お
い
て
は
、
今

ま
で
以
上
に
効
率
的
で
効

果
的
な
行
政
運
営
を
図
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る
。

市
税
に
関
し
て
は
、
厳

し
い
状
況
の
中
で
公
正
を

確
保
し
、
適
正
な
課
税
を

担
保
し
つ
つ
差
し
押
さ
え

等
の
滞
納
処
分
を
適
正
に

財政の健全化判断比率の報告
健 全 化 判 断 比 率

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

23年度
ー

（12.00）
ー

（17.00）
4.9

（25.0）
37.5

（350.0）

( 注 ) ①（　）は早期健全化基準を示す。
②赤字額がないため，実質赤字比率と連結実質赤字
比率は「－」表示となります。

※健全化判断比率とは
自治体の財政状
況を早期に把握
し、破綻を防ぐ
ことをねらいと
して、制定され
たものです。

水道事業会計

収 益 的 収 入

収 益 的 支 出

資 本 的 収 入

資 本 的 支 出

25億 6,787 万円

22億 2,155 万円

2,461 万円

10億 2,800 万円

単位％

平成23年度決算を認定
財政健全化判断比率はすべて 　健全

( 注 ) 特別会計は 14会計の合計額です。

一般会計

特別会計

歳　　入
(1 年間の収入 )

歳　　出
(1 年間の支出 )

歳　　入
歳　　出

平成 23年度

449億 4,385 万円
432億 6,287 万円
248億 9,538 万円
239億 7,624 万円

前年度比

0.7％増
0.3％増
4.5％増
3.8％増

※千円単位は切り捨て

　
一
般
会
計
に
つ
い
て
、
実
質
収

支
額
は
約
15
億
８
千
万
円
の
黒
字

と
な
っ
て
い
る
。
歳
入
は
前
年
度

と
比
べ
て
０
・
７
％
の
増
。
歳
入

の
根
幹
で
あ
る
市
税
に
つ
い
て
は
、

市
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自
動

車
税
、
市
た
ば
こ
税
、
都
市
計
画

税
の
す
べ
て
に
お
い
て
前
年
度
と

比
べ
て
増
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、

歳
出
は
、
前
年
度
比
０
・
３
％
の
減

と
な
っ
て
い
る
。

　
特
別
会
計
に
つ
い
て
は
、
実
質

収
支
額
は
約
８
億
９
千
万
円
の
黒

字
と
な
っ
て
い
る
。

　
水
道
事
業
会
計
に
つ
い
て
は
、

収
益
的
収
支
の
純
利
益
は
、
前
年

度
と
比
べ
て
約
３
７
０
０
万
円
の

増
と
な
っ
て
い
る
。
こ
れ
は
、
大

規
模
マ
ン
シ
ョ
ン
開
発
に
伴
う
負

担
金
が
大
幅
に
増
加
し
た
こ
と
に

よ
る
。
資
本
的
収
支
に
つ
い
て
は
、

約
10
億
円
の
不
足
と
な
っ
て
お
り
、

損
益
勘
定
留
保
資
金
や
減
債
積
立

金
な
ど
で
補
て
ん
さ
れ
て
い
る
。

　
水
道
事
業
の
経
営
指
標
で
も
あ

る
有
収
率
は
94
・
７
％
で
、
６
年

ぶ
り
に
減
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
、

い
ま
だ
高
い
水
準
を
維
持
し
て
い

る
。

　
審
査
の
結
果
、
一
般
会
計
、
特

別
会
計
及
び
水
道
事
業
会
計
は
、

い
ず
れ
も
健
全
財
政
が
堅
持
さ
れ

て
い
る
こ
と
を
確
認
し
た
。

平成23年度決算　監査報告

「すべての会計で　　　
健全財政を堅持」
鶴森 寿士代表監査委員

前号に続き、議会モニターから提出されました提言につきまして、戸田市議会の検討結果をお知らせいたします。

議会モニターからの提言

提言等の要旨 検討結果

議長選出方法の見直し
｢各会派の順送り人事で、数合わせ
投票｣で決まっているのではない
か。
[提言内容 ]
①立候補できる対象議員は議員経験
｢４期目｣以上とする。
②議長選挙を実施するに当たり、立
候補者の議会運営方針や抱負、議
会改革への見解などに対して、議
員による｢ポイント制 (１点～３点 )｣
を導入し、最高得点者を議長に選
出する。

本市議会では、平成23 年に引き続き、平成24 年にも議長
選挙において所信表明会を実施し、その結果、投票数が同
数であったため、公職選挙法の規定に基づき、くじ引きに
より、議長を選出いたしました。
以上のように、議長になろうとする者が自発的に所信表
明を行っており、議長は、｢各会派の順送り人事で、数合わ
せ投票｣で決まっているわけではありません。また、議長選
挙に当たって、各議員は、所信表明の内容はもちろんのこと、
立候補者の人格や経歴など総合的に判断して投票を行って
おり、所信表明の内容に限定したポイント制の導入はなじ
まないものと考えます。

執
行
し
、
税
の
公
平
な
徴

収
と
歳
入
の
確
保
に
努
め

て
お
り
、
高
く
評
価
す
る
。

議
会
費
の
海
外
派
遣
は
、

見
聞
を
広
め
る
の
み
な
ら

ず
、
相
互
理
解
と
友
好
関

係
の
促
進
を
図
っ
て
い
る
。

総
合
的
に
人
権
政
策
を
進

め
て
い
く
た
め
に
は
、
研

修
会
参
加
は
必
要
。
産
休
・

育
休
等
の
人
数
は
変
動
が

あ
り
、
人
数
調
整
が
可
能

な
派
遣
保
育
士
の
配
置
は

合
理
的
。
賛
成
す
る
。

平
成
23
年
度
国
保
税
条

例
の
見
直
し
が
行
わ
れ
、

医
療
費
分
・
支
援
費
分
の

税
率
見
直
し
、
低
所
得
世

帯
へ
７
・
５
・
２
割
軽
減

の
適
用
、
賦
課
限
度
額
５

万
円
の
負
担
増
、
資
産
割
・

平
等
割
を
廃
止
し
、
全
体

で
約
２
８
０
０
万
円
負
担

増
の
改
正
と
な
っ
た
。

結
果
と
し
て
、
滞
納
世

帯
は
約
２
％
減
少
し
た
が
、

改
正
時
、
心
配
し
た
と
お

り
、
特
に
所
得
２
５
０
万

円
か
ら
３
０
０
万
円
の
世

帯
で
１
・
６
％
も
滞
納
が

ふ
え
て
い
る
。

国
民
健
康
保
険
法
に
定

め
ら
れ
て
い
る
税
の
減
免

等
し
っ
か
り
と
施
行
さ
れ

る
こ
と
を
求
め
反
対
す
る
。

平
成
23
年
度
に
実
施
し

た
国
保
税
の
税
制
改
正
に

よ
り
、
新
た
に
約
２
６
０

０
世
帯
が
低
所
得
者
軽
減

対
象
と
な
り
、
低
所
得
者

の
滞
納
率
は
減
少
、
平
等

割
の
廃
止
に
加
え
資
産
割

の
廃
止
に
よ
り
、
居
住
用

資
産
を
所
有
し
て
い
る
年

金
受
給
者
は
所
得
に
応
じ

た
負
担
だ
け
と
な
っ
た
。

一
方
、
平
成
23
年
度
国

保
税
の
調
定
は
、
対
前
年

度
比
99
・
３
％
を
維
持
し
、

収
納
率
は
１
・
２
％
上
昇
、

平
成
22
年
度
ま
で
に
比
べ
、

納
め
や
す
い
税
制
へ
と
改

め
ら
れ
た
。

国
民
健
康
保
険
財
政
は
、

適
正
に
運
営
さ
れ
て
お
り
、

本
決
算
認
定
に
賛
成
す
る
。

賛成

秋
元   

良
夫
議
員

今
ま
で
以
上
に
効
率
的
で

効
果
的
な
行
政
運
営
を

花
井   

伸
子
議
員

平
成
23
年
度
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
決
算

法
に
定
め
ら
れ
て
い
る
減
免

を
し
っ
か
り
施
行
せ
よ

賛成

山
崎　

雅
俊
議
員

税
制
改
正
に
よ
り
低
所
得
者

の
滞
納
率
は
減
少
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